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ア企業が金額で圧倒。投資余力のある他産業のプレ
ーヤーと戦っていく必要がある。（図表③）

＜対応の方向性＞
　短期的な対応として、日米間の通商交渉における
ディフェンスをしっかり行うことが重要。中長期的
には、①競争と協調の最適化、②思い切ったビジネ
ス環境の整備が必要。電動化、コネクティッド化、
自動運転等への対応について、各社バラバラでの開
発ではリソース的に限界。世界では企業間の合従連
衡が本格化している。産業政策としてサポートでき
るのは、協調すべき領域を見極め、各社の協働を促
すこと。戦略分野で各社が共通して利用する共通イ
ンフラを協調領域と設定し、深化・拡充することで、
リソース制約を日本の自動車産業全体で乗り越える
必要がある。自動走行に不可欠な高精度三次元地図
の整備は具体的な一例。
２．「地方創生に向けたSDGsの推進について」（講

師：内閣府地方創生推進事務局　大久保淳主査）
【講演要旨】

＜SDGsを巡る国内外の動向＞
　SDGs（Sustainable Development Goals）とは、
2015年に国連サミットで採択された「誰一人取り残
さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実
現のための2030年を年限とする17の国際目標。政府
として８つの優先課題を設定。
　①あらゆる人々の活躍の推進、②健康・長寿の達
成、③成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノ
ベーション、④持続可能で強靭な国土と質の高いイ
ンフラの整備、⑤省・再生可能エネルギー、気候変
動対策、循環型社会、⑥生物多様性、森林、海洋等
の環境の保全、⑦平和と安全・安心社会の実現、⑧

本自動車会議所は7月31日、東京・港区の
日本自動車会館「くるまプラザ」会議室で、

2019年度第1回経済・産業委員会（委員長＝平井敏
文・日本自動車販売協会連合会副会長・専務理事）
を開催した。最初に経済産業省製造産業局自動車課
の神田啓史課長補佐より「自動車産業を巡る状況と
対応の方向性」と題して、次に内閣府地方創生推
進事務局の大久保淳主査より「地方創生に向けた
SDGsの推進」についてご講演いただいた。その後
経済・産業委員会の今年度の進め方について事務局
より報告が行われ、了承された。
１．「自動車産業を巡る状況と対応の方向性」（講師：

経済産業省製造産業局自動車課　神田啓史課長補佐）
【講演要旨】

＜自動車産業を巡る状況＞
　日本経済全体における自動車産業の位置づけは
年々大きなものになっており、2000年と2017年で輸
出額を比較すると「自動車」は倍近くでトップにな
り「電気機械」は減少し第３位に。（図表①）
　世界市場における日本メーカーの存在は堅調であ
るが他方で、世界における日本市場の位置づけは低
下傾向。自動車は関連の産業も含めて雇用を支える
屋台骨であり、「輸出拠点としての日本」の地位が
崩れると、日本経済に大きな影響がある。（図表②）
　短期的には世界的「保護主義」の流れにどう対峙
していくか、中長期的にはコネクティッド化・自動
化・利活用・電動化「いわゆるCASE」の動きにど
う対応していくかが重要な課題。
　自動化・電動化により、自動車の付加価値はソフ
トウェアにシフトし、自動車メーカー各社は開発投
資の規模を拡大する一方で、GAFA等のソフトウェ

日

開会の挨拶に立つ平井敏文委員長。写真円内は左から、経産省の神田啓史課長補佐、内閣府の大久保淳主査

経産省自動車課、内閣府地方創生推進
事務局の担当官よりそれぞれ講演

第１回「経済・産業委員会」開催
委員会活動の進め方についても審議
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している。2018年８月31日に一層の地方創生につな
げることを目的に、地方自治体・地域経済に新たな
付加価値を生み出す企業・専門性をもったNGO・
NPO・大学・研究機関など、広範なステークホル
ダー間とのパートナーシップを深める官民連携の場
として、「地方創生SDGs官民連携プラットフォーム」
を設置した。（図表④）
３．委員会の進め方・事務局報告について
　今年度より整理・統合した経済・産業委員会の進
め方について事務局より説明。本年は年３回（次回
11月予定）を目途に開催し、委員との情報共有や業
界団体の共通要望項目・政策提言を検討していくこ
とを提案、全て了承された。また、事務局よりホー
ムページのアクセス数や東京モーターショーへの協
力についての報告があり、委員会は終了となった。

SDGs実施推進の体制と手段
　政府としてSDGs推進のために、総理を本部長、
官房長官・外務大臣を副本部長、全閣僚を構成員と
する「SDGs推進本部」を2016年５月に設置。2019
年はSDGsをキーワードとした国際的なイベントが
目白押しで、政府として積極的に発信。
　令和元年度の事業としては、地方創生分野におけ
る日本の「SDGsモデル」の構築に向け、引き続き、
自治体によるSDGsの達成に向けた優れた取組を提
案する都市を「SDGs未来都市」として31都市選定。
また、特に先導的な取り組みを「自治体SDGsモデ
ル事業」として10事業を選定した。

＜地域創生SDGs官民連携プラットフォーム＞
　内閣府では、わが国におけるSDGsの国内実施の
促進及びそれに資する「環境未来都市」構想を推進
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